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次期横浜市子ども・子育て支援事業計画における 

保育・教育及び地域子ども・子育て支援事業に関する量の見込み（案）について 

 

 

１ 趣旨 

 

現行の「横浜市子ども・子育て支援事業計画」（以下「計画」という。）の計画期間は 31年度ま

でとなっています。そのため、次期計画（計画期間：32 年度～36年度）の策定に向けて、保育・

教育及び地域子ども・子育て支援事業に関する各年度の「量の見込み」（ニーズ量）及び量の見込

みに対応する「確保方策」（確保量）を検討する必要があります。 

現在、「量の見込み」（案）について、国から示されている考え方等を踏まえ、横浜市子ども・子

育て会議において検討を進めていますのでご報告します。 

 

 

 

２ 「量の見込み」の算出にあたっての考え方、算出方法について 

  

量の見込みの算出にあたっては、国から考え方や算出方法が、参酌標準（参考とするべき基

準）として示されています。 

本市では、これらに基づき、本市における各事業の特性や事業実績等も踏まえて量の見込みを

算出します。一般的な算出方法としては、対象となる児童数（推計人口）に、利用ニーズ把握の

ための調査（平成 30年度実施）により求めた潜在家庭類型（父母の有無及び就労状況により８

種類に分類）の割合と、各事業の利用意向の割合を乗じた値を計画最終年度である 36年度の量

の見込み（到達点）として算出します。 

また、36年度に向けた各年度（32～35年度）の量の見込みについては、潜在的なニーズが徐々

に顕在化する（またはニーズが徐々に下がる）と仮定し、現時点での 31年度の見込値を起点とし

て、36 年度の量の見込み（到達点）に向けて、平均的に増加（または減少）していくものとして

算出します。 

 
 
H36年度の「量の見込み」＝H36年度の児童数(推計人口)×潜在家庭類型の割合×利用意向の割合 

  

 

※上記は一般的な計算式であり、事業により算出方法は異なります。 

 

  

平 成 3 1 年 ２ 月 1 5 日 

こども青少年・教育委員会資料 

こ ど も 青 少 年 局 
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３ 次期計画における「量の見込み」（案）について 
 

（１） 保育・教育 
 

   国の考え方等に基づき、ニーズ割合（＝潜在家庭類型の割合×利用意向の割合）を算出した結

果、保育に関する 36年度の全年齢のニーズ割合は 52.5％となりました。 

 

 

 
 
 

このニーズ割合をもとに算出した「量の見込み」（案）は、次のとおりです。 

なお、保育の必要性の認定（保育短時間利用）にかかる就労時間の下限については、現行計画

と同様に、月 64時間として量の見込みを算出しています。 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

（２） 地域子ども・子育て支援事業 
 
個別事業の量の見込み（案）については、「別紙」のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本日お示ししている「量の見込み」（案）については、算出に用いている事業実績や推計人口等

を計画策定までに最新データに更新することなどにより、変更となる場合があります。 

教育
２号 １号

０歳 １-２歳 ３-５歳 ３-５歳

ニーズ
割合 31.1% 52.8% 58.7% 52.5% 41.3%

３号
全年齢

保育

　（単位：人）

H32 H33 H34 H35 H36

０歳 7,079 7,293 7,507 7,721 7,946

１-２歳 25,572 26,245 26,918 27,591 28,276

２号 ３-５歳 45,032 46,344 47,656 48,968 50,278

77,683 79,882 82,081 84,280 86,500

2,199 2,199 2,199 2,199 2,220

2,289 2,289 2,289 2,289 2,292

▲ 90 ▲ 90 ▲ 90 ▲ 90 ▲ 72

教育 １号 ３-５歳 47,336 44,353 41,370 38,387 35,409

合　計

前年比

プラス分

マイナス分

量の見込み（案）

保育

３号

H32 H33 H34 H35 H36

8,453 8,695 8,937 9,179 9,410

6,565 6,787 7,009 7,231 7,461

5,081 5,274 5,467 5,660 5,850

3,580 3,722 3,864 4,006 4,145

2,264 2,395 2,526 2,657 2,790

1,010 1,081 1,152 1,223 1,298

95.5% 96.0%

24,579 24,539 24,524

30,95426,953 27,954 28,955 29,956

内
訳

６年生

５年生

４年生

３年生

２年生

１年生

放課後キッズクラブ（一
部）、放課後児童クラブ

7,399 7,727 8,055 8,3837,071
推計人口、利用
意向、家庭類型
を基に算出

延長保育事業（夕延長）
利用
者数

(人/月)

登録
児童数
（人）

５歳児の保育利
用見込数、登録
児童の学年変動
率、親の就労意
向等を基に算出

こんにちは赤ちゃん訪問事
業

訪問
件数

(件/年)

本市事業
指標

（単位）

量の見込み（案）

訪問率
（％） 93.9%

24,861 24,675

94.4%

訪問実績、０歳
推計人口を基に
算出

算出方法

95.0%



3 
 

 
４ 次期計画策定までの主なスケジュール（予定） 

 

【参考】 

 
〇 事業計画に「量の見込み」及び「確保方策」を記載する事業  

 

事業区分 本市事業 

保
育
・
教
育 

保育・教育に関する施設・事業 

保育・教育基盤整備事業（２・３号） 

保育・教育基盤整備事業（１号） 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

妊婦に対して健康診査を実施する事業 ・妊婦健康診査事業 

乳児家庭全戸訪問事業 ・こんにちは赤ちゃん訪問事業 

子育て短期支援事業 
・ショートステイ 
・トワイライトステイ 
・母子生活支援施設緊急一時保護事業 

養育支援訪問事業及び要保護児童対策地
域協議会その他の者による要保護児童等
に対する支援に資する事業 

・育児支援家庭訪問事業 
・養育支援家庭訪問事業 
・要保護児童対策地域協議会 

病児保育事業 ・病児保育事業 

利用者支援に関する事業 
・横浜子育てパートナー 
・保育・教育コンシェルジュ 
・母子保健コーディネーター 

時間外保育事業 ・延長保育事業（夕延長） 

放課後児童健全育成事業 
・放課後キッズクラブ（一部） 
・放課後児童クラブ 

地域子育て支援拠点事業 

・地域子育て支援拠点 
・親と子のつどいの広場 
・認定こども園及び保育所子育てひろば 
・私立幼稚園等はまっ子広場 等 

一時預かり事業 

・幼稚園での一時預かり 
・保育所での一時保育 
・横浜保育室での一時保育 
・乳幼児一時預かり事業 
・親と子のつどいの広場での一時預かり 
・24時間型緊急一時保育 
・休日の一時保育 

子育て援助活動支援事業 ・横浜子育てサポートシステム 

平成 31年９月 第３回市会定例会において、計画素案にかかる横浜市子ども・子育て会議

等での検討状況を報告 
平成 31年 10～11月 計画素案公表、パブリックコメント実施 
平成 31年 12月 第４回市会定例会において、パブリックコメントの実施結果及び計画原案

にかかる横浜市子ども・子育て会議等での検討状況を報告 
平成 32年２月 第１回市会定例会において、計画原案を説明 
平成 32年３月 計画策定 
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〇 潜在家庭類型の種類（国資料から抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タイプ 父母の有無と就労状況 

タイプ A ひとり親家庭 
タイプ B フルタイム×フルタイム 

タイプ C フルタイム×パートタイム 
（就労時間：月 120 時間以上＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプ C’ フルタイム×パートタイム 
（就労時間：月下限時間未満＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプ D 専業主婦（夫） 

タイプ E パートタイム×パートタイム 
（就労時間：双方が月 120 時間以上＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプ E’ パートタイム×パートタイム 
（就労時間：いずれかが月下限時間未満＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプ F 無業×無業 



保育・教育及び地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」（案）

64,106 67,443 69,713 72,217

64,587 69,077 72,557 75,272

52,813 51,813 52,169 51,411

50,817 48,528 45,927 43,965

376,340 373,175 370,042

368,658 357,955 347,850

25,229 24,921 24,625

28,152 27,723 26,348

87.4% 88.6% 89.7%

91.0% 93.2% 92.1%

189 207 231

721 400 493

3,642 4,040 4,476

3,962 4,073 4,556

72 77 82

67 73 92

4,527 4,954 5,432

3,782 3,880 4,462

1,713 1,875 2,056

1,490 1,423 1,615

3,313 3,624 3,978

3,009 2,834 2,960

5,432 5,941 6,517

7,118 7,931 7,557

951 1,039 1,135

1,408 1,517 1,629

要保護児童数、検
討会議の実施実績
を用いて算出

※　事業の性質上、量の見込み（ニーズ量）の実績値を正確に把握することが難しいため、利用実績等を記載しています。

［用語解説］　要保護児童数：保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童として、
　　　　　　　　　　　　　　児童相談所及び区役所が把握している児童の数

　　　　　　要保護児童等数：要保護児童に加え、「要支援児童（保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童）」と
　　　　　　　　　　　　 　「特定妊婦（出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦）」を加えた数

1,498 1,659 1,674 1,693 1,707要保護児童対策地域協議会
検討会議

件数
（件/年）

9,744 9,827 9,912

養育支援家庭訪問事業

家庭
訪問

延べ実施
回数

（回/年）

1,722 1,744

ヘル
パー

延べ実施
回数

（回/年）
2,291

6,790 6,815

ヘル
パー

延べ実施
回数

（回/年）
8,546 9,491 9,575 9,659

4,978 5,030 5,083 5,135 5,187
要保護児童数、訪
問・派遣実績等を用
いて算出

6,067 6,740 6,765

2,547 2,550

4,437 4,927

92 92
利用実績等を用い
て算出

養育支援訪問事業及び
要保護児童対策地域協
議会その他の者による要
保護児童等に対する支
援に資する事業

育児支援家庭訪問事業

家庭
訪問

延べ実施
回数

（回/年）

82 82 92 92 92

6,840 6,859
要保護児童等数、
訪問・派遣実績等を
用いて算出

2,553 2,556 2,559 2,560

683 710
要保護児童等数、
利用実績を用いて
算出

トワイライトステイ
延べ利用

者数
（人/年）

5,028

515 574 601 629 656

5,618 5,785 5,951 6,118 6,285 6,452
要保護児童等数、
利用実績を用いて
算出

子育て短期支援事業

ショートステイ
延べ利用

者数
（人/年）

乳児家庭全戸訪問事業 こんにちは赤ちゃん訪問事業

母子生活支援施設緊急一時保護事業
延べ利用
世帯数

(世帯/年)

24,579 24,539 24,524

０歳推計人口、訪問
実績を基に算出

訪問率
（％） 93.3% 93.4% 93.9%

27,728 27,273 24,861 24,675

94.4%

訪問件数
（件/年）

95.0% 95.5% 96.0%

337,664 333,027
妊娠届出数、補助
券の使用実績等を
基に算出

359,161 356,212 351,576
妊婦に対して健康診査を
実施する事業

妊婦健康診査事業
延べ受診

回数
（回/年）

86,500
推計人口、利用意
向、家庭類型を基に
算出

保育・教育基盤整備事業（１号） 49,834 47,336 44,353 41,370 38,387 35,409

74,693 77,683 79,882 82,081 84,280

346,938 342,301

保育・教育に関する施
設・事業

保育・教育基盤整備事業（２・３号）

必要利用
定員総数

（人）

事業区分 本市事業
指標

（単位）
H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

現　行　計　画　（H27～H29及び保育・教育のH30の下段は実績値） 次　　期　　計　　画 　（案）

H34 H35 H36 算出方法

（※）

（※）

（※）

（※）

（※）

（※） （※）

（※）（※）

（※） （※）

（※） （※）

（※） （※） （※）

（※） （※）

別 紙



事業区分 本市事業
指標

（単位）
H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

現　行　計　画　（H27～H29及び保育・教育のH30の下段は実績値） 次　　期　　計　　画 　（案）

H34 H35 H36 算出方法

27 27 27

27 27 27

23 23 23

23 23 23

18 18 18

18 18 18

－ － －

－ － －

11,402 14,350 16,729

6,775 6,323 6,087

22,559 23,603 24,294

14,336 15,758 16,968

57,045 60,488 63,918

61,800 62,614 62,535

554,519 561,438 568,348

522,192 541,479 537,103

555,575 591,043 626,504

702,423 790,263 877,749

365,351 408,861 452,358

313,756 315,111 306,763

288,348 289,502 290,656

379,963 392,993 406,023 419,053

※　事業の性質上、量の見込み（ニーズ量）の実績値を正確に把握することが難しいため、利用実績等を記載しています。

＊　母子保健コーディネーターについては、現行計画策定後の平成29年７月から３区、30年度は６区（継続３区含む）
　　においてモデル配置しています。

その他（保育所での一時保育、横浜保育室での一時保
育、乳幼児一時預かり事業、親と子のつどいの広場での
一時預かり、横浜子育てサポートシステム等）

延べ利用
者数

（人/年）
518,102

616,749 287,194

1,011,470 1,247,808

583,843 366,933

２号認定
利用

延べ利用
者数

（人/年）
944,179

推計人口、利用意
向、家庭類型を基に
算出、一部補正

一時預かり事業、子育て
援助活動支援事業

幼稚園での一時預かり

１号認定
利用

延べ利用
者数

（人/年）

71,504 77,695 79,177 80,660 82,143

291,810

推計人口、利用意
向、家庭類型を基に
算出、一部補正

1,286,704 1,325,600 1,364,496 1,403,391

593,474

1,152 1,223 1,298

地域子育て支援拠点事
業

地域子育て支援拠点、親と子のつどいの広場、
保育所子育てひろば、幼稚園はまっ子広場等

延べ利用
者数

（人/月）

高学年

６年生

83,626 85,109

4,006 4,145

５年生 2,264 2,395 2,526 2,657 2,790

3,738

6,987 7,296

3,580 3,722

1,010 1,081

４年生
5,657 5,675 6,560

4,075 4,421

２年生 6,565 6,787 7,009 7,231 7,461

10,598 11,683

17,734

17,477 17,322

8,453

12,547

低学年

１年生
16,902 17,928

24,618 26,953 27,954 28,955 29,956

8,695 8,937 9,179

3,864

３年生 5,081 5,274 5,467 5,660 5,850

9,410

18 18 18 18

推計人口、利用意
向、家庭類型を基に
算出

放課後児童健全育成事
業

放課後キッズクラブ（一部）、放課後児童クラブ

登録児童
数（人）

24,464

7,071 7,399 7,727 8,055 8,383

30,954

５歳児の保育利用
見込数、登録児童
の学年変動率、親
の就労意向等を基
に算出

時間外保育事業 延長保育事業（夕延長）
利用者数
（人/月） 19,687 22,643

保育・教育コンシェルジュ
実施

箇所数
（か所）

23 23

利用者支援に関する事
業

横浜子育てパートナー
実施

箇所数
（か所）

母子保健コーディネーター（＊）
実施

箇所数
（か所）

－

18

利用実績、利用意
向等を用いて算出27 27 29

27 27 27

子育て家庭にとって
より身近な場所に設
置できるよう算出

27 27

18 18 1818 18 18

18－

病児保育事業 病児保育事業
実施

箇所数
（か所）

29 29 29 29

（※） （※） （※）

（※）（※）（※）

（※） （※） （※）

（※） （※） （※）
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